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自治体や観光協会が主催する観光分野の人材育成プログラムでは、観光関連産業従事者も受講者に含まれる。

こうした受講者は、観光分野での越境学習だと考えられるが、本業とする分野以外についての学習であり、学

習効果や評価が難しい。また観光人材育成プログラムから何を学習しているのかを考察する必要がある。本稿

では、「いしかわ観光創造塾」を事例に、受講者の参加動機や目的、得られた学習効果をアンケートで調査した。

結果、プログラムが提供しているマーケティング等の経営知識よりも、交流や意見交換を目的としていた。ま

た、越境学習で受講者が目的と考える、イノベーションやキャリアへの期待も示唆された。 
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イスラーニング（Workplace Learning）、いしかわ観光創造塾、 

 

１． はじめに   

人材育成は、観光政策の中でも重要な政策のひとつ

として位置づけられ、2017（平成 29）年度観光白書 1)

でも、平成 29年度に講ずる施策として、産業界ニーズ
を踏まえた観光経営人材の育成・強化のために、観光

産業の担い手の３層構造による育成や宿泊産業事業者

の育成があげられている。観光における人材育成が進

む中、観光系の大学・大学院でのカリキュラムの整備

も進められており、一部の大学や大学院では社会人対

象の人材育成講座も開講されている。それに加えて、

自治体や観光協会が主体となった人材育成セミナーも

各地で実施されている。 
このような状況の中で、観光人材育成の研究は、

徐々に進んできており、大学・大学院におけるカリキ

ュラムの国際比較などがなされている。しかし、自治

体や観光協会の観光人材育成のプログラムについては、

観光庁や観光協会による調査報告書はあるが、学術的

研究は少ない。 
自治体や観光協会が実施する人材育成セミナーの

対象者は、一般市民の場合が多く、組織や所属団体の

分野を「越境」して、誰でも参加できる点が共通して

いる。また結果的に、受講生の多様性は高い。  

そこで本稿では、中原のいう組織の枠を越えて学習

がすすめられる越境学習の考え方 2）に従い、「いしか

わ観光創造塾」を事例に、受講者の参加動機や目的、

得られた学習効果をアンケートで調査し、またカリキ

ュラム内容を事例として取りあげ、観光地域人材育成

プログラムの学習効果を考察した。 
なおアンケート調査の方法は、毎回の受講修了後に

主催者が行い、無記名式で回答の記入を依頼した。 
                              
２． 越境学習と先行研究 

(1) 越境学習とは 

越境学習は、学習研究の中でも「ワークプレイスラ

ーニング」の一部として位置づけられている。ワーク

プレイスラーニングとは、「主に仕事での活動と文脈に

おいて生じる人間の変化と成長」と一般に定義される

3)。また Fenwick （2001） は、多様な越境学習の定義
を紹介している 4)。日本においては、「個人が所属する

組織の境界を往還しつつ、自分の仕事・業務に関連す

る内容について学習・内省すること」5）が有力である。 
 

(2) 越境学習の先行研究 

イノベーションを起こすためには企業組織内部に 

＊ 北陸先端科学技術大学院大学 
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とどまるだけではなく、組織を越境して学習すること

が必要になってきている。また特定分野でのスキルア

ップだけではない、「キャリア自律」が求められるよう

になり 6）、越境学習が必要になったことが、その研究

ニーズに繋がった。 
越境学習に参加する理由を調査した舘野ほか（2017）
は、社外の勉強会に参加するビジネスパーソンは、組

織に 
対する不満を持っているのではなく、社外に出る経験

と成長が業務能力の向上につながっている可能性が示

唆し、その上で、ただ社外の勉強会に参加するのでは

なく、参加の目的を明確化することが重要であること

を明らかにした 7)。 
また、辻ほか（2017）は、多様なメンバーとの協働
経験は、イノベーション指向性に影響していることを

示唆した 8)。また参加者とのネットワーク交流や関係

構築ができたなどの実証研究もなされているが 9)、観

光における越境学習についての実証研究は見られない。 
 

３． 観光人材育成プログラム 

 前述したように、多様な人材育成プログラムは多数

実施されているが、その内容はそれぞれ大きく異なっ

ている。ここでは、各プログラムの実態を整理し、そ

のプログラムが提供している内容についての先行研究

を整理する。 

(1) 自治体と観光協会のプログラム内容 

自治体や観光協会で実施されている人材育成プロ

グラムは短期間で実施されている。全国の自治体およ

び観光協会、NPO等、観光地域づくり人材育成に取組
む団体へのアンケート調査(1)によると、観光地域づく

り人材育成プログラムは、自分たちの街の現状把握

55％、専門知識の習得 52.7％、観光現場での実習 41.1％、
自分たちの街の視察 38％、観光振興全体の現状把握
36％、先進地事例報告 22.2％、先進地視察 20.6％、資
格・認定制度の創設 10.8％、ご当地検定の実施 7.6％と
なっており、専門知識の習得がやはり主目的になって

いる。 
また、社団法人日本観光振興協会による実態調査 10)

では、都道府県観光協会などの組織（回答組織数 43）
が実施している人材育成プログラムの今後の取り組み

についての回答は、研修プログラム・セミナーの開催、

参加支援（1～数週間程度）が 26組織、講演会の実施
（1～2日程度）が 25組織、各観光地へ講師・アドバ

イザーの派遣が 14組織であった。一方、観光産業にお
いて必要だと考える人材（特に重点をおくべき人材）

については、「観光地域全体の経営・リーダーが 36組
織、旅行業に関わる専門人材 26組織、ガイド・インス
トラクターが 26組織であった。 
このように、地域市町村で実施されている人材育成

プログラムでは、専門内容を学習することに対しての

ニーズが 52.7％と高いが、受講日数は 1～数週間程度
の取組みが 60％を占めている。つまり、標準プログラ
ムが、短期間の知識習得になっており、実務家が少な

い大学・大学院でも、知識提供だけで授業が成立する

ことから、社会人を対象とした観光人材プログラムが

実施されはじめている。 
(2) 観光人材育成プログラムの先行研究 
 観光人材育成に関する先行研究には、大学のカリキ

ュラムに関する分析例えば11）など、および観光関連企業の

人材育成に関する分析がある例えば12）など。 
一方ギリシャでは、大学で教えているカリキュラム

と実社会で必要とされる能力間でミスマッチが起こっ

ており、コミュニケーションやチームワークといった

一般的な知識やスキルの方が実務では重要である 13）。

しかし、国や地域によって必要な知識やスキルは異な

っており 14)、文化依存しない標準カリキュラムはない

と考えられる。またポーランドでは、観光関連産業に

従事者にマーケティング、セールス、マネジメント力、

交渉力などが不足していると経営者層は感じていると

いう指摘がある 15)。 
このように、人材育成プログラムで必要とされる学

習内容は、マーケティングやマネジメント力などの知

識とコミュニケーション力などのジェネリックスキル

の 2つに大きく分けることができ、国や地域によって
も主たる関心分野が異なっている。そこで、どのよう

な学習内容の人材育成プログラムが必要なのか、石川

県で 2017（平成 29）年度から実施されている人材育成
プログラムである「いしかわ観光創造塾」を取りあげ

て検討する。 
 
４． 石川県の事例 

 (1) 石川県の「観光創造塾」の事例 

北陸新幹線が 2015（平成 27）年 3 月に金沢まで開
通し、石川県への観光客が急増した。特に、首都圏か

らの入込が、対前年比 152.9％の 480千人、東北地域（宮
城・福島）からは、対前年比 153.5％の 195千人であっ

— 318 —



た。また、外国人旅客も平成 24年の 836万 7千人から
平成 27年には、1,973万 7千人 16)に急増している。中

でも、中国人、韓国人の伸びが大きい。 
石川県は、「ほっといしかわ観光プラン 2016」を 2016
年（平成 28年）3月に策定し、観光を将来にわたって
の基幹産業として飛躍・発展させようとしている。そ

の中で、人材育成セミナーを実施し、高度化する旅行

ニーズに対応した観光サービスを創出し、経済的、社

会的価値に転換する人材の育成を明確に示している。 
 その指摘を受けて、社会人の観光人材を育成する

「いしかわ観光創造塾」が、公益社団法人石川県観光

連盟が主催し、2017年度から始まった。観光創造塾の
目的は、受講生が魅力ある地域の新たな観光ビジネス

を創出できる企画力や実行力を備えた観光産業のリー

ダーの育成である。いしかわ観光創造塾への参加者は、

19名（男性 14名、女性 5名）で、参加者のほとんど
が、マネジメント層、経営者、個人事業主である。ま

た、受講者は、金沢地区（11名）、加賀地区（3名）、
能登地区（5名）からの参加だった。 
 いしかわ観光創造塾の概要は表－１に、また日程は

表‐2に示す。 
 また講義は、10講（合宿を含む）を 10名の講師に
よって、約 40時間で実施している。講義の運営は石川
県観光連盟の職員 3名が担当している。なお、講義内
容は、表－2 のとおりである。経営マネジメントに必
要な基礎的知識の学習とケースメソッドのようなアク

ティブラーニングを組み合わせたカリキュラムになっ

ている。 
 このプログラムの内容が、前述した知識を学習する

内容か、ジェネリックスキルを取得する内容か実際の

参加者のニーズに合致しているかどうかを、プログラ

ムを受講する前に受講者に対して実施した自由表記に

よるアンケートに基づき分析した 

表－3 は、参加者のプロフィールとプログラムへの
期待を示したものである。これによると、他受講者や

業界関係者との交流、意見交換を期待している受講者

が多いことがわかる。交流や意見交換の次に多いのが、

最新の情報やスキルアップであった。また、マネジメ

ントや企画を挙げている受講者もいた。 
今回のアンケート調査によると、受講者は交流や意

見交換といった、ジェネリックスキルに期待している

ことが分かった。それに加えて、本来のカリキュラム

内容である、マネジメントや企画といったスキルを付

けることができればよいと考えているようである。実

際のカリキュラムは、基本的なマーケティングやマネ

ジメントスキルを重視している。 
また、「新しいサービスについて学ぶ」「自分にない

もてなし力をつける」「自分に何ができるのか答えを見

つける」といった回答は、越境学習にあるイノベーシ

ョンやキャリアに関する内容であった。組織を越えて

人材育成プログラムに参加する受講者の特徴として、

このようなイノベーションやキャリアに関する期待が

示唆された。 
 

６． おわりに 

本研究では、観光人材育成プログラムのカリキュラ

ムについて、いしかわ観光創造塾を事例として取り上

げた。しかし、より一般化するためには、今後は、カ

リキュラム内容の変化に伴う受講生の反応の変化や、教育委方針

時代のニーズに適合した経営戦略や観

桜を軸とした地域づくりを担う一員として

活躍していくために必要な能力を、ケー

スメソッドやアクティブラーニングを通じ

て総合的に学習することにより、個人と

地域がともに観光に可能性を見いだし、

学び成長する機会となることを目指す。

育成する人材像
観光でビジネスとハピネスを創造す

る人材

育成する能力

プランニング能力、マーケティング

能力、ファイナンスとアカウンティ

ング能力、ファシリテーション・

リーダーシップ・チームビルディン

グ能力、マネジメント能力、ネット

ワーク構築力、ビジョンの確立と文

化に対する理解、プレゼンテーショ

ン能力 

評価（目標到達

レベル）

出席率80％、課題提出率100％、終了
率100％

表－１　いしかわ観光創造塾の概要

開催日 時間 内容

5/16 10:00-17:00
開校式
これからの石川を考える

6/24 13:00-17:00
ファシリテーション
ケースメソッド

6/25 10:00-17:00 マーケティングの基礎知識

7/23 10:00-17:00 マネジメントの知識

8/27 10:00-17:00 宿泊業のアカウンティング

9/7 13:00-17:00
インバウンドの取り組み
ケースメソッド

9/8 10:00-17:00 ケースメソッド

10/15 10:00-17:00 宿泊業のファイナンス

11/8 13:00-17:00 事業計画立案

11/17 修了式

表－２　いしかわ観光創造塾のカリキュラム
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他事例でのカリキュラムとの関係を分析する必要があ

る。 

 

【補注】 

(1) 観光地域づくり人材育成の取組みに関する調査報告書

（2009）観光庁観光地域振興部観光資源課：観光地域づ

くり人材育成に取組む上での課題や今後の計画を把握す

るためのアンケート調査。調査票郵送記入式、1,239ヶ所

からの回答（回収率 36.9％）． 
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性
別

プロフィール プログラムへの期待

1 男
イベント会社
経営

多種多様な人材との出会い。
新しい観光ビジネスモデルの
構築

2 男
観光施設経
営

新しいサービスについて学ぶ

3 男
食品会社マ
ネジメント

基礎スキルの習得、他受講
生との意見交換

4 男
運輸業マネ
ジメント

他業種と交流

5 男 宿泊業
マネジメント・企画力の向上、
他受講生との交流

6 男 漁業 観光を軸とした横のつながり

7 男 宿泊業
さまざまな分野で活躍してい
る人に会うこと

8 男 宿泊経営
観光に携わる人との意見交
換、交流

9 男 宿泊経営
理想論だけでなく、現実を直
視した内容

10 男 宿泊
自分のスキルアップ、他受講
生との意見交換や交流

11 男 通訳・翻訳 観光分野での交流

12 男 ＩＴ企業経営 観光系のプロと話すこと

13 女 デザイナー
地域づくりに役立つスキルを
身に着ける

14 女 企画
石川県の観光＋婚礼の情
報、知識、人的交流

15 男 物販経営
観光蔵としての定義づけ、
様々な企業・団体との連携、
自身のスキルアップ

16 女 宿泊業
新たな視点から観光について
考え、自分に何ができるのか
答えを見つける

17 女 宿泊業
さまざまな業種の方との出会
いを通じて「自分にはないもて
なし力」をつける

18 男 企画
観光に携わる方と交流し、企
画力に深みを持たせる

表－３　いしかわ観光創造塾受講生の
プロフィールとプログラムへの期待
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